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臨海部の重要性： 経済規模（三大湾の例）
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○我が国の国際海上貿易の約７割（８０兆円）を三大湾の港湾で取り扱っている。
○ エネルギーの輸入は三大湾に集中。

（ＬＮＧ輸入量：約７５％、原油輸入量：約４３％）

三大湾の海上貿易額等

東京湾 伊勢湾 大阪湾 三大湾合計

海上貿易額（Ｈ２５）
約３８兆円
（約３３％）

約２２兆円
（約２０％）

約２０兆円
（約１７％）

約８０兆円
（約７０％）

（参考）貿易額（Ｈ２５）
＜航空を含む＞

約３９兆円
（約２６％）

約２３兆円
（約１６％）

約２８兆円
（約１９％）

約９１兆円
（約６０％）

コンテナ貨物量
（Ｈ２５）

約７９０万TEU

（約３７％）
約３００万TEU

（約１４％）
約５００万TEU

（約２６％）
約１,６００万TEU

（約７４％）

ＬＮＧ輸入量（Ｈ２４）
約７,７００万トン
（約４６％）

約３,８００万トン
（約２３％）

約 ９８０万トン
（約 ６％）

約１億２,５００万トン
（約７５％）

原油輸入量（Ｈ２４）
約４,１００万トン
（約２２％）

約２,６００万トン
（約１４％）

約１,４００万トン
（約 ７％）

８,１００万トン
（約４３％）



臨海部堤外地の高潮リスク （三大湾の例）
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１．三大湾は内湾のため高潮による水位が大きくなりやすい。

＋ ＋

気象による水位上昇量

＝

低気圧

Δ10hPa=10cm

高波による
護岸越波

①吸い上げ ②砕波による平均水位の上昇 ③吹き寄せ

気
象
に
よ
る
水
位
の
上
昇

越流

・臨海部の浸水は、気象による水位上昇（高潮）と高波による護岸越波によって発生する。
・気象による水位上昇（高潮）は、
①低気圧による水位上昇＋②砕波による水位上昇＋③吹き寄せによる海面水位の上昇。
（特に内湾は外海と比較して吹き寄せの影響が大）

２．三大湾の港湾地域のうち８３％が堤外地。

港湾地域：臨港地区及びその他港湾区域内の人工島。国土交通省港湾局調べ
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三大湾計

大阪湾

伊勢湾

東京湾
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高潮・波浪による被害額の推移
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出展：水害統計（水害統計基本表）より作成

○平成２４年には、台風により、沖縄地方から近畿地方の太平洋側にかけて
大雨、暴風となり、沖縄地方から九州地方を中心に広い範囲で高波、高潮が
発生し、約２５億円の被害。

台風の接近数 7 9 17 14 12

台風の上陸数 2 3 2 2 4
※台風の接近数：台風の中心がそれぞれの地域のいずれかの気象官署等から300km以内に入った場合
※台風の上陸数：台風の中心が北海道、本州、四国、九州の海岸線に達した場合 出展：気象庁ＨＰより
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（水害原因が「高潮」の被害を抽出）

※H23は東日本大震災被災地の被害額

7,930百万円を除外



堤外地, 
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東京湾 事業所数
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C 鉱業，採石業，砂利採取業

D 建設業

E 製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

G 情報通信業

H 運輸業，郵便業

I 卸売業，小売業

J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業

L 学術研究，専門・技術サービス業

M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業

O 教育，学習支援業

P 医療，福祉

Q 複合サービス事業

R サービス業(他に分類されないもの)

東京湾 事業所数割合 堤外地 堤内地

堤外地, 
1,055,201,066, 

87%

堤内地, 
153,188,659, 

13%

東京湾 製造品出荷額

上段：万円

下段：割合

堤外地, 
1,643,226,628, 

75%

堤内地, 
552,568,614, 

25%

東京湾 償却資産評価額

上段：千円

下段：割合

堤外地, 
767,774,689, 

75%

堤内地, 
253,856,213, 

25%

東京湾 在庫資産評価額

上段：千円

下段：割合

港湾における産業集積状況（東京湾の港湾地域全体の例）

【堤外地】港湾地区の防護ラインより海側
【堤内地】港湾地区の防護ラインより陸側
※横浜港は防護ラインが設定されていないため、全て堤外
地として整理した。

※横須賀港、木更津港は含まない。

【事業所数】平成24年経済センサス・町丁別事業所数をも
とに集計

【償却資産・在庫資産】
従業者あたり平成26年評価額（治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ）
×町丁別従業者数（平成24年経済センサス）

【製造品出荷額】
市区町別従業者あたり製造品出荷額（平成25年）
×町丁別従業者数（平成24年経済センサス）

：防護ライン

東京港 千葉港

川崎港 横浜港

千葉港

東京港

横浜港

川崎港
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※港湾地区：港湾計画において土地利用を定める範囲
（港湾区域、臨港地区、港湾の開発利用及び保全に
密接に関連し、土地利用計画を一体的に計画する
必要があると判断される区域。）
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堤外地等における高潮・高波による被災の事例

○広島港
（平成１１年台風第１８号）

民有護岸の被災

出展：広島県「高潮・津波災害ポータルひろしま」

○三河港
（平成２１年台風第１８号）

コンテナの散乱

○苅田港
（平成１１年台風第１８号）

緑地の被災

野積場舗装の被災

○広島港
（平成１６年台風第１８号）

民有護岸の被災

○伏木富山港
（平成１６年台風第２３号）

貨客船の横転
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リスクの棚卸し（想定されるリスクの検討）

リスクのカテゴリー 被害の内容

人的被害

①堤外地の港湾労働者、港湾利用者への被害
②水門・陸閘等の閉鎖作業ミスによる人的被害の拡大
③海岸保全施設が未整備のエリアでの人的被害
④堤内地（海抜ゼロメートル地帯）の企業・住民等の被災

施
設
等
へ
の
被
害

公
共
施
設
へ
の
被
害

海岸保全施設、港湾施設（堤防、
護岸、胸壁等のコンクリート構造
物）の被災

⑤施設の損壊、倒壊
⑥臨港道路等の冠水

海岸保全施設、港湾施設（水門・
陸閘等の鋼構造物）の被災

⑦鋼構造物の損壊、倒壊（コンクリート構造物と比べて、腐食等
老朽化が進みやすく、耐用年数が短い）

⑧水門・陸閘等の駆動部の損壊、電源部の機能喪失（冠水、塩害等）

荷さばき施設等（荷役機械、荷さ
ばき地、上屋）の被災

⑨クレーン等稼働機器の倒壊、逸走
⑩リーファープラグ等の電源設備の機能損失、堤外地等へ電源を共有
する受電設備の機能損失
⑪上屋の損壊

民有施設への被害

⑫上屋への浸水や荷さばき地の冠水によるコンテナへの被害
⑬上屋への浸水や荷さばき地の冠水によるバラ貨物への被害
⑭暴風等によるコンテナ等の飛散、倒壊
⑮コンテナやバラ貨物等の海上への流出
⑯パイプライン等への被害とそれによる内部物質の流出
⑰製造設備の被災・停止
⑱荷役中の船舶等の被災
⑲港湾工事中の作業船等の被災
○民有の護岸等の被災（⑤と同様）
○建物の浸水等による貨物等への被害（⑫⑬と同様）
○屋外でストックしている製品の損失、流出等（⑮と同様）
○屋外クレーン等機械ものへの被害（⑨と同様）
○電源設備の機能損失（冠水、塩害等）（⑩と同様）


